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最近、鹿児島市内をみていると、既存の民家など

を改装して新たな

店舗を開設してい

る例をしばしば目

にする。図表１も、

普通の民家を２階

部分までそのまま

使って、雑貨屋や

リサイクルショッ

プを営業している

例である。 
また、ドルフィ

ンポートの周辺

（鹿児島港本港

区）でも、石造倉

庫を改造して高級寝具店や家具店、飲食店などに転

用している事例をいくつも見かける。その石造倉庫

には多目的ホールもあって、最近地元のブティック

経営者達がファッションショーを開催し話題になっ

た。（図表２） 

 
今ある街の中の建物を活用して、街に新たな刺激

をもたらす、このような試み自体は以前からあった

が、現在その必要性が叫ばれている都市の再生とい

った問題にも絡んで、その重要性はむしろ増してき

ている。本稿はそのような、現在都市に存在する建

物や街並みの活用を通じた都市再生の問題について

検討したい。 
 
地方都市で必要とされる都市再生 
現在、我が国の地方都市の中心市街地の多くは活

気を喪失している。郊外に進出してきた大型小売店

との競合により客足が減り、いわゆる「シャッター

通り」と化した商店街や、企業や行政のリストラク

チャリングにより事業所が減少して空室が目立つオ

フィスビルや公共施設など、これまで都市の活気を

創出してきた都市施設が遊休化して、逆に都市の活

気を奪っているという現実がある。 
こういった都市を再び活気や創造性のある地域に

していくこと、これがまさに「都市再生」という政

策に課せられた課題なのである。 
「都市再生」という用語をよく耳にするようにな

ったのは、発足して間もない小泉内閣が 2001 年５
月に都市再生本部を設置した頃からだったのではな

いかと思う。都市再生本部は、「環境、防災、国際

化等の観点から都市の再生を目指す２１世紀型都市

再生プロジェクトの推進や土地の有効利用等都市の

再生に関する施策を総合的かつ強力に推進する」

（都市再生本部ホームページ）ことを目的に、内閣

総理大臣を本部長に内閣に設置された。特に本部の

活動の初期は都市の国際競争力強化に力点が置かれ、

当時活発化しつつあった東京など大都市圏の大規模

再開発事業を推進する政策に耳目が集まっていた。 
そのようなこともあって、一時期、都市再生とい

うと、六本木ヒルズのような大都市圏での大規模な

都市改造を意味しているかのように捉えられていた

と思う。当時の東京では、国際競争力を持った新た

なビジネスゾーンが次々と形成されることへの期待

が大いに高まったが、同時に 2003 年に大量のオフ
ィスビルが開業し、オフィスの大幅な過剰供給が発

生するという、いわゆる「2003年問題」が注目され、
競争力のない中小オフィスビルが並ぶ街が空洞化す

るのではないかと懸念されていたi。 
都市再生ということに関しては、大規模な都市改

造とは違った考え方が欧米では以前からあった。米

国のジャーナリストで都市問題の専門家であるロバ

ータ・Ｂ・グラッツは、その考え方を「都市の養育

（アーバン・ハズバンドリー）」と呼ぶ。それは、

「点在する小コミュニティ」で「ゆるやかで自然で、

過激でない変化、ほんとうの社会的、経済的要求に

こたえるような変化」を「多くの参加者がすこしず

つ力を出し、小さな変化から大きな違いを作ってい

く」方法で実現していこうとするものだと説明され

る。ひとつひとつの事業は小さなものであるが、

「（米国において）ゆるやかな再生の例は全国に数

多く、その意義は過小評価してはならない」として

いるii。 

 

図表１ 民家を改装した店舗

図表２ 石造倉庫を改造した店舗 
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ひるがえって、先に述べたような活力を喪失した

我が国の地方都市の現状を考えると、大規模な都市

改造型の都市再生は成り立ち難いと考えられる。ま

た、地域資源の活用が地域活性化の重要な方向性と

なっている現在、地方都市の都市再生の方向性とし

て、後者の「都市の養育」的な意味での都市再生を

積極的に目指していくことが考えられよう。 
 
コンバージョンとは 
地方都市における「都市の養育」的な意味での都

市再生の具体策として、以下では「コンバージョ

ン」という手法をみていくこととしたい。 
コンバージョン（conversion）とは「転換する」
といった意味の言葉であるが、建築の世界では建築

物を改装・改造して従来の用途と違うものとして利

用、活用していこうとすることを指す。先の事例で

は、倉庫を商業施設として活用しているのが、まさ

にコンバージョンの典型的な事例といえる。東京で

はオフィスビルの空室をマンションなどの住居に作

り直す例が多くみられる。 
それでは、コンバージョンは、都市再生という観

点で、どのような効果があるのだろうか。（図表

３） 
第１に少ないコストで建物などの用途変更が出来

ることが挙げられる。もちろん古い建築物など却っ

てコストがかかるケースもあるだろうが、一般的に

は同じ規格のものを新築するケースに比べ、改造で

あれば少ない投資で用途変更が出来る。 
第２に、小規模な変化の積み重ねで都市再生を図

ることが出来る。いわゆる都市再開発事業は、そこ

に一定規模以上の土地があって、その土地の上で、

商業なり住宅なりの事業がある程度以上の規模で行

われないと成り立たないところがあるため、事業リ

スクが高いと考えられる。一方、コンバージョンの

場合、既存の建物の一部でも利用して実施すること

が可能であり、一般的にいえば再開発事業に比べて

小さい規模で事業を行うことが出来る。 
この２つの点から、コンバージョンの場合、都市

再開発事業に比べ、その事業リスクは相対的に低く、

多様な事業がそこで展開される可能性を持っている

といえよう。 
第３に、環境負荷低減に寄与するということがあ

る。つまり、既存の街を撤去すると、物理的にまだ

使える建築物を壊したり、建設廃棄物の増加を招い

たりして、環境に負荷を与える可能性がある。加え

て、安易な再開発が景観を損なうケースもありえる。 
第４に、既存の街そのものを活かしたまちづくり

に寄与するという点が挙げられる。利用されていな

い建物が存在することでその建物の周辺地域が沈滞

することは往々にしてあるが、その建物が何かしら

の形で利用されると人、物、情報の新たな流れが生

まれ、その地域を活性化する効果が生じる。また、

伝統や特徴のある町並みや建物の保存に寄与するこ

とも考えられる。 
これらの点について先の石造倉庫の例でもう一度

考えてみたい。 
図表２の石造倉庫は、鹿児島市の普通倉庫事業者

の㈱大津倉庫が、大正時代に本港区に建設した自社

の倉庫を改装し、寝具店や多目的ホールなどに賃貸

しているケースである。 
鹿児島市の港湾機能が本港地区から谷山港に移り、

立地条件の悪い本港地区が港湾物流の拠点としての

役割を終えつつあった 1980 年代後半に、鹿児島本
港の改修と後背地一帯の大規模な都市再開発が計画

されたが、当社は都市再開発を実施する際には古い

街並みのたたずまいを残すべきと考え、1988年に本
港地区の石造倉庫に改装を施し、倉庫としての利用

の傍ら、単発的なコンサートやギャラリー向けにス

ペースを貸す活動を始めた。その後本港区の整備計

画は曲折があるが iii、それでも当社の努力もあって

この石造倉庫が地

域づくりにとって

重要であるとの認

識が拡がってきた

ことを受け、当社

は 1999 年に大改装
を行い、同倉庫は

賃貸専門の施設と

なり現在に至って

いる（図表４）。 

図表３　コンバージョンの効果

① 少ないコストで建物などの用途変更が出来る

② 小規模な事業でも可能

③ 環境負荷低減に寄与する

④ 既存の街そのものを活かしたまちづくりに寄与する

このケースの場

合、1999 年の大改
装、用途転用がま

さにコンバージョ

ンにあたる。 
石造倉庫の所有

者が、本港地区の

再生、再活性化を模索する中で、地域の建物などの

クリアランスという方向性でなく、鹿児島市にとっ

て特有の地域資源であり、景観上も特色を与えてい

る石造建造物（倉庫）の価値を再発見、評価し、そ

れを新たな小売業やサービス業の立地のための「付

加価値」として活用しようとしている点は、図表３

で指摘した「既存の街を活かしたまちづくり」の典

型例と評価し得よう。また、事業規模は、石造倉庫

の面積が 320 坪、設備投資額も当社にとって負担し

図表４ 改装した石造倉庫内部 
（多目的ホール） 
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得る範囲内に抑えており、その意味で当初検討され

ていたような都市再開発事業に比べれば、リスクを

抑えた事業ということが出来よう。 
もちろんその分地域に与えるインパクトは都市改

造型の都市再生策に比べると小さいであろう。しか

し、当石造倉庫の完成後、当社は本港区の他の倉庫

でもコンバージョンを行い、別な倉庫事業者にも同

様の試みを行うものが続くなど、地域への波及効果

が現れており、また、こういった倉庫へテナントと

して入りたいという事業者が現在もいることから考

えて、このプロジェクトは、ゆるやかだが小規模な

変化を積み重ねていく、「都市の養育」型の都市再

生のひとつであるといえるのではないだろうかiv。 
 
コンバージョンの課題と「家守」事業 
このように、コンバージョンという手法を通して、

今ある街を活かした都市再生という方向性が見えて

くるのだが、これにも課題はある。 
そのひとつに、このような事業を推進する主体を

どう確保するのかといった問題がある。空室や遊休

施設の解消ということであれば不動産事業者が行う

ケースも多いであろうが、都市再生の観点で有効に

活用することまで考えると、先の石造倉庫の例では

㈱大津倉庫が本港区の再生を念頭に自らプロジェク

トを推進していったが、実際のところなかなか適当

な事業者が出てこないこともありえる。 
その点で注目されるのが、最近東京などで事例が

出てきた「家守」事業である。「家守」事業とは、

中小オフィスビルや遊休公共施設などの空室を小事

業者向けに改装し、そこへ地域産業活性化などに寄

与しそうなテナントを誘致、そしてそれらのテナン

トの育成を通じ地域産業や地域コミュニティを再生

していこうとする事業である。そしてこの事業を行

う主体が「家守」である。その「家守」が既に存在

していれば特に問題はないが、そうでない場合、行

政などその地域を活性化させようという主体が、地

域の内外から公募するケースも多い。 

東京都世田谷で統合され廃校となった中学校（旧

区立池尻中学校）の校舎を改装して、低廉な賃料で

デザインや映像関係のテナントを集め、「家守」が

中心となって新規事業の創出や、ワークショップな

どを通じた地域住民とのコミュニティづくりをコー

ディネートする施設として再生した、「世田谷もの

づくり学校」（図表５）は、「家守」を公募に準じ

る形で募り、選定された民間事業者（イデーアール

プロジェクト㈱）が改装工事の実施、テナントの募

集、運営企画管理、資金調達等全てを自らの責任で

行っている（図表６）。 

図表６　事業の仕組み

イデーアール
プロジェクト㈱

世田谷区 テナント

設備/建設事業者

マスターリース契約 サブリース契約

内外装、
設備工事契約

イデーアールプロジェクト㈱は改装の実施、テナントの募集、運営企画
管理、資金調達などすべてを自らの責任で行う。

金融機関

資金調達

民間家守会社

このように「家守」事業は、遊休資産の活用と、

地域産業の創出や繁華街の不良テナント排除などの

当該地域の課題への対応を、「家守」という主体が

コーディネートする点を重視しているところに特徴

がある。そしてその特徴を活かすためにも、行政や

企業、住民など、当該地域の各主体が協働して、こ

ういた「家守」を見つけだし、「家守」の活動を制

度面や資金面など様々な形で支援していくことが必

要とされるのであるv。 
 
点から面へ 
コンバージョンを通じた都市再生に関して、課題

となる点を最後にもうひとつ指摘しておきたい。こ

れまでの議論で小規模な変化の積み重ねで都市再生

を図ることの重要性をみてきた。しかし、それだけ

ではひとつひとつの試みは小さな、いわば「点の試

み」であり、都市の再生のためにはそれを「面の試

み」にまで広げなければいけないと考えられる。 
その意味でも、こういったコンバージョンを通じ

た個々の事業がお互いに参照しあえるような、都市

再生のビジョンを共有することが必要なのであろう。

たとえば鹿児島市の場合、鹿児島市経済同友会が提

言した「鹿児島市コンパクトシティ構想」は、そう

いった個々の事業をつなぐ総合的な戦略の役割を果

たし得るのではないだろうか。 

図表５ 世田谷ものづくり学校 

DBJ経済ミニレポート（鹿児島）2005.9    3 
 



また、多くの主体が共通のビジョンを持ちつつ、

それぞれが小さな変化を起こしていくような「都市

の養育」型の都市再生を実現していく場合、これま

でのような各セクター間の縦割りの弊害を回避しな

ければいけない。その意味でも「多様な主体の協

働」としての公民連携を一層推進していくことが不

可欠なのである。 
 
 

                                                                 
i  こういった流れに対し、都市再生の実態は再開発を行う
民間資本への優遇策であるといった批判もなされていた。こ

の立場を代表するのが五十嵐、小川［2003］である。 
ii  グラッツ［1993］より引用。なお、日本における「まち
育て」という概念を用いた実践の積み重ねについては、延藤

［2001］に詳しい。 
iii  1995年に鹿児島県、鹿児島市、鹿児島商工会議所などに
より「ポートルネッサンス 21」構想が提言され、本港区も
隣接ゾーンとして整備されることになっていたが、整備はそ

の後事実上停止していた。 
iv ここで挙げた効果の他、改装工事の際に撤去した部分の

石材を駐車スペースの敷石に再利用するなど、環境負荷の低

減にも意識が払われている。 
v  日本政策投資銀行も「家守」事業に対してナレッジ面、
資金面双方で支援を行っている。ちなみに、世田谷ものづく

り学校に関しては、「家守」事業者に対し、事業から得られ

るキャッシュフローの安定性を評価し、物的担保に依らない

融資を実行している。 
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